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研究成果の概要（和文）：聞き取り調査によって以下が明らかになった。1.原発事故以降、首都圏の子育て世帯は放射
性物質の影響に対する考え方の違いで分断されている。2.放射性物質の影響を重く見る層は、より安全と思われる地域
に移住した。彼らは日本の原発政策や現行の放射性物質に対する政策に対して「移住」という形式によって抗議をおこ
なう人々である。また、生協組合員を対象とした質問紙調査において以下が明らかになった。1.「食品購入時に生産地
を選ぶ」者が5割いる一方で、「特に避ける行動をしていない」者も4割いる。東北・首都圏・関東の組合員で生産地を
選ぶ割合が高い。2.国の食品における放射性物質の基準値についての知識は年配の層で高い。

研究成果の概要（英文）：The hearing survey clarified following points:　1.After the Fukushima nuclear 
accident, child-raising households in the Tokyo capital region are divided into groups by their way of 
thinking about the effect of radioactive materials.　2.Those people who takes the effect of radioactive 
materials seriously, has moved to supposedly safer area. They show resistance to the nuclear policy and 
current security measures of the Government’s by the way of emigration.
　　　The questionnaire survey for the members of Consumer Cooperative Organization clarified following 
points:　1.Although 50% of the members are conscious of the production area when buying foods, 40% of 
members are not particularly conscious. The members in Tohoku, Kanto and the capital region have high 
ratio of food selectiveness.　2.The senior group has higher ratio of understanding about the national 
food safety standards of radioactive materials.

研究分野：社会学
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１．研究開始当初の背景 
 2011年 3月 11日に宮城県沖を震源とする
東日本大震災が東北と関東をおそった。この
震災で福島県の東京電力福島第一原子力発
電所の電源が失われたために炉心溶融がお
き、大量の放射性物質が大気中に放出される
事態に至った。発電所から一定の距離内にお
いては、政府によって避難区域が設けられそ
の立ち入りが禁止され、避難や避難準備区域
が設けられた。他方で、首都圏についてはそ
こでの生活ついてさしたる対処はされてお
らず、子どもを持つ親の一部にはこれを心配
する者が多かった。 
親が心配をいだく理由としては、まず政府
のいう「ただちに健康に影響がない」という
説明に対する不信感がある。低線量の被爆に
ついて我々は未だ確定的な見解を持ってい
ない。にもかかわらず、安全であるというこ
とを強調する政府に一部の親たちは疑問を
持った。いま一つは、首都圏でもこの年の 3
月以降健康に影響する程度の放射性物質が
さまざまな箇所で発見されたことが挙げら
れる。それらは水道水、農作物、牛乳、畜産
品、魚介類と多岐にわたり、とくに学校給食
にそれらが一部流出していたという報道に
保護者たちはショックを受けた。 
こうした事態を受けて、首都圏に住む親の
中には九州を中心とした西日本や、沖縄、北
海道、さらには海外へ子どもとともに転居す
る者も現れた。NHK 福岡放送局がこの年の
10月に伝えたニュースによれば、福岡県内に
は原発事故後に自主避難をしてきた家族が 3
千人ほどおり、実にその 7割が首都圏からの
移住であった。他方で、不安を抱えつつ首都
圏に留まる人、または何の問題もないとして
原発事故以前と変わらない生活を続ける
人々もいる。その違いは何に由来するのか。 
研究開始当初においては、こうした社会的
背景をもとに、原発事故が親たちの生活や子
育て方針にどのように影響したのかという
ことについて、また強く影響を受けた親とそ
うではない親との差は何であるのかという
ことに強い関心があった。加えて、「福島」
出身の人々については広く関心を持たれて
おり、いくつかの調査や考察が報告されてい
たのに対して、首都圏に住む人々の原発事故
後の意識についてはほとんど研究がなされ
ていない状況であることも本研究を立ち上
げる動機の一つとなった。 

 
２．研究の目的 
本研究は、福島第一原発事故が首都圏にお
ける子育て期の母親たちに与えた影響につ
いて社会学的に考察するものである。その内
容としては、食生活（食材の選択と購入、給
食についての態度の決定など）、住生活（住
んでいる街や住居の放射線量の把握、転居な
ど）、家族のライフスタイル（転校、転職、
日々の暮らし方など）、情報収集（その手段、
情報を共有するネットワークなど）を基本的

な項目とする。原発事故による放射性物質の
放出という事態は彼女たちの生活設計やラ
イフスタイル、子育て方針をいかに変えたの
か、また変えなかったのか。変化のあるなし
にかかわる要素はなんであるのかを聞き取
り調査や質問紙調査によって明らかにする
ことを目的とする。 
子どもを持つ親で原発事故後の自分の子
育てについて悩む人々はかなりの数、存在す
ると思われる。親としては放射性物質の影響
について学習し、子どもと自分たちの健康を
守るしかない。だが、そのために何を参照す
ればよいかについても確固たる基準がある
わけではない。本研究は、社会学的な手法を
用いておこなう学術研究ではあるが、同時に、
原発事故以降の混沌とした社会を生きる子
育て期の親たちに他の人々の選択について
情報を開示することを通じて、かれらの指針
の一つとなることを目指すものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法として主要なものは、子育て
中の親を対象とした聞き取り調査と生協の
組合員を対象とした質問紙調査である。 

(1)聞き取り調査については、首都圏在住の
子どもを持つ母親、首都圏から福岡県内に移
住した母親と父親を対象とした。インタビュ
ーにおいては事前に聞き取る主旨を文書に
よって伝え、聞き手の同意を得たうえで進め
ている。また、論文等への公表に際しては全
ての内容について話者へ確認を取り承諾を
得ている。 
聞き取り調査と同時に、首都圏から福岡県
内に子どもと共に移住した親を支援する
NPO 主催の会合において定期的に参与観察
をおこない、そうした世帯についてより理解
を深めることに努めた。 
(2)質問紙調査の概要は以下の通りである。
公益財団法人 生協総合研究所の協力のもと、
全国の生協会員のうちインターネットモニ
ターである人々を対象にネット経由でおこ
なった（2013 年 9 月実施）。その内容として
は①震災直後の気持ち、②国の安全基準、国
や生協の取り組みについて、③放射性物質に
ついての意識について、であった。回答者が
生協組合員という偏りはあるが、有効回答数
1,724 であり、首都圏のみならず幅広い地域
の住民をカバーすることができた。 
 
４．研究成果 
(1)聞き取り調査と参与観察から得た知見
は以下のとおりである。 
①首都圏の子育て世帯の場合、放射性物質
の影響をどう把握するかという点やその影
響に対する考え方の違いによっていくつか
の層が生み出された。避難するしないにかか
わらず、このような分断が生じていることに
よって、原発事故は首都圏の親たちすべてに
何らかの影響を与えていると結論づけるこ
とができる。 



②首都圏においても子どもの健康被害を
意識する親が生まれ、何らかの行動を起こす
に至っている。それは日々の食材の選び方と
いった世帯単位の選択に始まり、保育所・幼
稚園・小学校における給食や牛乳に対するチ
ェックや拒否、放射性物質についての情報共
有や勉強会の開催、デモへの参加など、より
組織的な行為までさまざまである。そしても
っとも放射性物質の子どもへの影響を懸念
する層がとるのが避難という行為になる。 
避難とは、それまでの住居、仕事、貯蓄な
どの大きなものを失いながらおこなわれ、そ
の過程でそれまでの親密圏も再構築を余儀
なくされる。すでにあった親密圏に変化を生
じさせたり、また逆にインターネットやＳＮ
Ｓを通じて新たな親密圏が編成される。その
親密圏を他と隔てるものは、放射性物質につ
いての意識や態度である。子育て世帯が移り
住んだ場所で新たに親密な関係性を作る場
合、子どもの通う園や学校のつながりや近隣
ネットワークに組み込まれることが多いが、
避難世帯にあっては地域の住民との意識の
差が大きく難しい場合がある。 
③こうした自主避難をどう考えるのか。あ
る人は親から気が狂ってるといわれ、ある人
は親友と意見が分かれてしまった。また、あ
る人は自分の子どもだけを守る卑怯者と非
難される。だが、こうした抵抗に遭いながら
も自主避難は続けられる。それは、不確定な
ことしか情報が得られず低線量被曝につい
て確実なことがいえない現状にあって、自ら
の基準に従って子どもを守るために親がと
る、一つのあるべき選択肢と本研究では位置
づけた。 
④また、事例を詳しく検討することで、首
都圏からの自主避難者たちはその行為を通
じて拒否や反抗を試みているのだと強く感
じた。誰に対する拒否や反抗であろうか。あ
る母親は給食の拒否について「反抗じゃない
ですけど、抗議ですかね、問題提起」と答え
た。抗議の矛先は、子どもにとって明らかに
負担の大きい「安全基準」を掲げる文部科学
省、その基準を上回る食材を給食に出しなが
ら「直ちに健康に影響はない」と言い切る自
治体と教育委員会、そして放射性物質につい
てのニュースを伝えない既存のマスコミ、そ
うした情報をうのみにしている市民に向け
られている。 
自主避難とは、自分の子どもがかわいいだ
けの親の利己的な行為なのではなく、レベル
7 という未曽有の原発事故が起こっても自分
の生活や態度を変えようとしない、そうした
主体それぞれに対する異議申し立てである。
それと同時に、「これまで原発のことについ
て知らなかった」過去の自分たちに対する激
しい反省の思いも、避難する親たちの行動を
後押ししているといえる。 
 (2) 質問紙調査において得た知見は以下
のとおりである。 
①福島第一原発の爆発直後、放射性物質の

安全性についてすぐに不安を感じた回答者
は 44.5％、すぐには不安を感じなかった回答
者は 53.5％である。これには地域的な偏りは
みられない。 
②原発事故直後に不安を感じた層の 4人中

3 人が自由回答に当時の気持ちを書いている
が、チェルノブイリの記憶が呼び覚まされた、
という意見がまとまって見られる。 
③2012年4月における国の放射性物質の基
準値引下げについて「知っている」のは 3割、
「詳しくは知らないが聞いたことがある」は
5 割であった。東北・関東地域の住民や年齢
が高い層ほど知識をもっており、これは「放
射性物質のニュースに敏感であるのは子育
てをおこなっている若い世帯である」という
従来の通説を裏切る結果となった。 
④居住地域の放射線量については、東北・
関東の住民で不安が高い。 
⑤「食品購入時に産地を選ぶ」と全体の 5
割弱が回答すると共に「特に避ける行動をし
ていない」者も 4割に及ぶ。前者では東北と
首都圏・関東の利用者でやや高く、後者は中
国・四国、九州の利用者でやや高い。また、
調査時においては震災から2年半を経過して
いたが、子育て世帯ではない層においても、
原発事故由来の残留放射性物質については
気にする層と気にしない層とで大きく二分
されている。 
 なお、当初の研究目的の一つであった原発
事故によってその後の生活を大きく変えた
親とそうでない親の差についての分析は不
十分なまま研究期間が完了となった。この点
は平成 27 年度以降の新しい研究課題におい
て引き継がれる。 
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